
美咲町提案型地域課題解決応援交付金交付要綱 

令和３年３月２９日 

 告示第１７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、美咲町内の地域自主活動組織をはじめとした各種の活動団体

が、地域と連携して地域課題の解決や改善を目指して、自主的・主体的に企画立案

し、実施する公益性のある取り組みを応援し、地域と共に支え合うまちづくりを目

的とした活動に対し、交付金を交付することについて美咲町補助金等交付規則（平

成１７年美咲町規則第４４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要

な事項を定めるものとする。 

（交付対象事業） 

第２条 交付金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、地域

課題の解決や改善を目指した次にあげる事業とする。 

（１） 防災・防犯対策に関する事業 

（２） 地域の景観・環境保全に関する事業 

（３） 空き家対策・耕作放棄地対策に関する事業 

（４） 福祉対策・生活支援・子育て支援に関する事業 

（５） 地域交流・魅力発信に関する事業 

（６） その他町長が交付金の対象とすることが適当であると認める事業 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、交付の対象とし

ない。 

（１） 宗教的活動や政治的活動に関する事業 

（２） 専ら特定の企業、団体及び個人の利益を追求するための事業 

（３） 公序良俗に反する事業 

（４） 視察や親睦のみを目的とした事業 

（５） 施設等の整備や修繕等を目的とした事業 

（６） 構成員の趣味的な活動及び学術的な研究を目的とした事業 

（７） その他町長が交付金の対象としないことが適当であると認める事業 

（交付対象団体） 

第３条 交付の対象団体は、次に掲げる要件をすべて満たすものとする。 

（１） 美咲町内の協働のまちづくり自主活動組織や小規模多機能自治組織及び複

数の自治会又はそれらの組織と連携して活動をする団体であること。 

（２） 美咲町内で事業を遂行する見込みがある団体であること。 

（３） ３人以上の町内在住又は在勤者で構成されている団体であること。 

（４） 代表者が町内に在住している団体であること。ただし、協働のまちづくり

協議会、小規模多機能自治組織及び自治会については、この限りではない。 

（５） 活動拠点を町内に有し、町内において活動を行っている団体であること。 

（６） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７



号）第２条第２号に規定する暴力団又はその構成員の統制下にある団体ではない

こと。 

（交付対象経費） 

第４条 この交付金の対象となる経費（以下「交付対象経費」という。）は、第２条

第１項に規定する事業の実施に必要な経費とする。ただし、次に掲げる経費は対象

としない。 

（１） 団体の構成員に対する人件費、旅費及び謝礼 

（２） 団体の経常的な運営費及び施設並びに設備等の維持管理費 

（３） 用地の取得又は賃借に要する費用及び補償に係る費用 

（４） 食糧費（外部講師等の昼食代等を除く） 

（５） 領収書等により団体が支払ったことが明確に確認できない経費 

（６） その他町長が不社会通念上適切でないと認める経費 

（交付金の額等） 

第５条 交付金は、予算の範囲内において交付するものとし、１団体の交付金の額

は、交付対象経費の総額から交付対象事業に係る収入額を控除した額未満におい

て、町長が定める額とする。ただし、１団体の交付金上限額は、１００万円とす

る。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、その端

数を切り捨てるものとする。 

（交付金対象年度） 

第６条 交付金は、１年度単位の事業に対して交付するものとし、当該年度において

同一団体につき１回に限るものとする。 

（交付対象事業の募集） 

第７条 町長は、交付対象事業を、期間を定めて募集するものとする。 

２ 町長は、交付対象事業の募集に当たり、審査方法等を記載した募集要項を定めて

公表するものとする。 

（申込書の提出） 

第８条 この交付金に応募しようとする団体（以下「応募団体」という。）は、美咲

町提案型地域課題解決応援交付金申込書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添え

て、前条第２項の募集要項で指定する期日までに、町長に提出しなければならな

い。 

（１） 事業企画書（事業の詳細がわかるもの。） 

（２） 事業収支予算書（収支予算が詳細にわかるもの。） 

（３） 組織概要書（ただし、協働のまちづくり自主活動組織、小規模多機能自治

組織及び自治会については不要とする。） 

（４） 資格要件に関する誓約書 

（５） その他町長が必要と認める書類 

（交付対象事業の選考及び通知） 



第９条 町長は、前条の書類の提出を受けた事業について、次の基準に基づき審査を

行うものとする。 

（１） 地域課題を把握し解決へ向けた事業であること。 

（２） 住民の共感が得られる公共性の高い事業であること。 

（３） 地域との連携が取れた事業であること。 

（４） 波及効果や自立発展が期待できる事業であること。 

（５） 先駆的な工夫とその裏付けができた事業であること。 

（６） 実現的で実施可能な事業であること。 

（７） 経費・予算は適正な事業であること。 

（８） 提案者に熱意があり、的確な説明ができていること。 

２ 町長は、交付金の交付の内示を行う場合には、美咲町提案型地域課題解決応援交

付金選定委員会（以下「選定委員会」という。）の審査を経なければならない。 

３ 選定委員会は、７人以内の委員で組織し、町長が委嘱する。 

４ 町長は、選定委員会の審査結果を踏まえ交付金を交付することが適当である交付

対象事業を選定し、選考結果を美咲町提案型地域課題解決応援交付金交付対象事業

選考結果通知書（様式第２号）により、速やかに当該応募団体に通知するものとす

る。 

（交付申請） 

第１０条 前条第４項の規定により交付対象事業として通知を受けた応募団体が、規

則第４条に規定する交付金の申請をしようとするときは、美咲町提案型地域課題解

決応援交付金交付申請書（様式第３号）を町長に提出しなければならない。 

（交付決定及び通知） 

第１１条 交付の決定については、規則第５条第１項及び同条第２項によるものとす

る。 

２ 規則第７条に規定する補助金等交付決定通知書は、美咲町提案型地域課題解決応

援交付金交付決定通知書（様式第４号）によるものとする。 

（変更等の承認申請） 

第１２条 規則第１０条第１項の規定による変更等の承認を受けようとするときは、

美咲町提案型地域課題解決応援交付金変更等承認申請書（様式第５号）を町長に提

出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽微な変更については、この限

りではない。また、当該交付金事業等を中止若しくは廃止しようとするときは、直

ちに美咲町提案型地域課題解決応援交付金等中止（廃止）申出書（様式第６号）を

町長に提出しなければならない。 

２ 前項ただし書の軽微な変更とは、補助事業の内容の変更を伴わない、交付対象経

費の総額の２０％以内の減額をいう。 

３ 町長は、第１項の規定により変更承認申請書が提出されたときは、前条の規定を

準用し決定するものとし、規則第１０条第３項に規定する補助金等変更決定通知書

は、美咲町提案型地域課題解決応援交付金変更決定通知書（様式第７号）により通



知するものとする。 

（実績報告書） 

第１３条 規則第１４条に規定する実績報告をしようとするときは、美咲町提案型地

域課題解決応援交付金実績報告書（様式第８号）を町長に提出しなければならな

い。 

（交付金額の確定） 

第１４条 規則第１５条に規定する確定通知書は、美咲町提案型地域課題解決応援交

付金確定通知書（様式第９号）により、当該交付団体に通知するものとする。 

（交付金の支払） 

第１５条 規則第１６条に規定する支払をしようとするときは、美咲町提案型地域課

題解決応援交付金請求書（様式第１０号）により支払うものとする。ただし、交付

金の概算払が認められた場合で、当該交付金等を請求しようとするときは、交付金

概算払請求書（様式第１１号）を町長に提出しなければならない。 

（交付決定の取消） 

第１６条 町長は、交付団体が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、交付

金等の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 虚偽の申請又は報告をしたとき。 

（２） 交付を決定した事業の全部又は一部を実施しなかったとき。 

（３） 交付を決定した事業以外のものに使用したとき。 

（４） 町長が適当でないと認めたとき。 

２ 町長は、前項の規定により、交付の決定を取り消したときは、美咲町提案型地域

課題解決応援交付金決定取消通知書（様式第１２号）により、当該団体に通知する

ものとする。 

（交付金の返還） 

第１７条 規則第１９条第３項に規定する補助金等返還命令書は、美咲町提案型地域

課題解決応援交付金返還命令書（様式第１３号）により行うものとする。 

（補足） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年１２月１４日告示第８４号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（令和４年３月３０日告示第２３号） 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 


